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第４章 概略検討 

４－１ ケース１：No13 木地屋川 

１．概要 

上流にある堰堤に取水施設、沈砂池等を設置し、その地点から水圧管路を約 300ｍ布設し、

下流の堰堤付近で発電することを計画する。測定時の流量は 0.53ｍ3/s、取水位置と発電位

置までの高低差は 60ｍである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.1 平面図 

導水路設置予定区間（300m程度） 

取水ポイント（堰堤） 

発電ポイント 
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表 4.1.1 カルテ１：No13（1/2） 

名称 内容 摘要 

（基礎情報）     

川・用水路名 木地屋川   

地域・地区 糸魚川地域 木地屋地区   

川・用水の種類 普通河川（砂防指定地） 

一級河川：国土交通省  

二級河川：新潟県 

準用河川：市町  

普通河川：河川法適用外 

農業用水、排水、パイプライン 

川・用水の管理者 なし 
 

水利権の申請の内容 

なし 河川法 

3 条：砂防指定地内行為許可 

4 条：砂防設備使用許可 
砂防指定地管理条例 

農業用水の場合、取水元

となっている河川 
－   

申請先 「水利権」はなし、「砂防」は新潟県 農業用水路の場合は取水元 

取水方式 砂防堰堤 砂防堰堤、流れ込み式等 

事業主体 地元、その他   

      

 

取水 

沈砂池 

水圧管路 L=300m 

水車・発電機 

放水路 L=10m 

排砂路 L=10m 

木地屋川 

※高低差 H=60ｍ 

電線 L=10m 

図 4.1.2 発電所イメージ図 



59 

 

表 4.1.2 カルテ１：No13（2/2） 

名称 内容 摘要 

（発電量等の仮検討）     

1 回目Ｑ：流量（m3/s） 0.53（m3/s） 8/19の流量 

Ｈ：落差（m） 60（m）   

Ｐ：出力（kW） 187（kW） 
9.8×Ｑ×Ｈ×0.6 

（水車・発電効率） 

年間発電量（kWh） 982,872（kWh） 
Ｐ×8,760 時間×0.6 

（施設稼働率） 

年間売電金額（円） 33,418,000（円・税抜） 年間発電量×34円 

 
    

（周辺状況）   

流量の変化の有無 流量変化あり 季節ごとに変化があるのか等 

水流の状況 砂防堰堤であるため、流木や石の影響あり 流木やごみ等 

気象条件と対応策 増水あり、積雪あり  大雨時の増水、積雪 

最寄りの配電線までの

距離（km） 
約 10m   

アクセス道路の有無 
取水口付近「有」  導水路「無」 

発電所「有」 
工事車両等 

 
    

（発電）     

水車・発電機の型式 
ターゴインパルス水車、横軸フランシス水

車、ポンプ逆転水車、クロスフロー水車 
水車、発電機、水槽、送水管等 

発電の使い道 売電 売電、自家消費、単独/連系等 

系統連系 制限あり 東北電力 
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２．取水イメージ 

 以下に取水イメージを示す。水の落ち口に取水口（バースクリーン）を設置して水を取水

し、取水した水を沈砂池に導水路で横引き、沈砂池に貯まった水を水圧管路で下流の発電所

まで送水する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．水圧管路の管径の検討 

 水圧管路の布設延長が約 300ｍと長くなるため、配管の損失水頭を考慮する必要がある。発電

出力を計算する場合の圧力（実水頭）は高低差から配管の損失水頭を引いて算出する。このため、

配管の損失水頭が大きい場合は、圧力が小さくなってしまう。以上のことから、最適な配管径を

決定する必要がある。 

 

沈砂池 

取水口 

（バースクリーン） 

水圧管路 

導水路 

排砂路 

嵩上げ 

図 4.1.3 取水口のイメージ図 

余水吐き 

水圧管路 

約 300ｍ 

図 4.1.4 水圧管路の布設位置 



61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.1.3 取水量 0.53ｍ3/s、水圧管 300ｍの場合の実水頭の計算 

管径 
計算式 

（配管延長×導水勾配） 
損失水頭 全水頭 

実水頭 

（全水頭-損失水頭） 

φ400 300ｍ×0.040 12.0ｍ 60.0ｍ 48.0ｍ 

φ500 300ｍ×0.018 5.4ｍ 54.6ｍ 

φ600 300ｍ×0.007 2.1ｍ 57.9ｍ 

⇒φ400 だと損失水頭が大きい。φ500 とφ600 では損失水頭の差が大きくないことから、φ500

がよいと判断される。 

 

0.53ｍ3/s 

図 4.1.5 ヘーゼン・ウィリアムズ公式図表（C=110） 
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４．水車形式の検討 

 水車形式は、使用水量と実水頭から選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.5 水車選定図 

 

 水車の選定にあたっては、流量変化に対応できる水車を選定することが望ましいことから、

高効率で一般的に使用されている横軸フランシス水車が、本現場に適していると考えられる。 

 

 

 Ａ：特に優れている Ｂ：優れている Ｃ：可 Ｄ：不可 

反動水車  横軸フランシス 

 

プロペラ 

（インライン） 

ポンプ逆転水車 

衝動水車 ターゴ クロスフロー   

 

表 4.1.4 流量変動対応に対する水車の優劣 

0.53ｍ3/s 

54.6ｍ 
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図 4.1.6 横軸フランシス水車の設置事例と設置イメージ図 

横軸フランシス水車の設置事例 

資料：全国小水力利用推進協議会ＨＰ 

横軸フランシス水車の設置イメージ 

表 4.1.5 発電出力の参考値 

資料：中小水力発電導入の手引き （北海道） 
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５．発電量の計算 

 上記までの条件を基に、発電出力、年間発電量を再計算する。 

 

 

名称 内容 摘要 

1 回目Ｑ：流量（m3/s） 0.53（m3/s） 8/19の流量（仮に設定） 

Ｈ：落差（m） 54.6（m）   

Ｐ：出力（kW） 

212.7（kW）⇒199（kW） 

（200kW 以上だと、売電金額が 34 円から 29

円に下がるため、199kW とする） 

9.8×Ｑ×Ｈ×0.75 

（水車・発電効率） 

年間発電量（kWh） 1,045,944（kWh） 
Ｐ×8,760 時間×0.6 

（施設稼働率） 

年間売電金額（円） 35,562,000（円・税抜） 年間発電量×34円 

 

 

表 4.1.6 発電出力、年間発電量 
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６．概算工事金と収支シュミレーション 

 「水力発電計画工事費積算の手引き（経済産業省、H25.3）」を参考に、建設費の算定を行

い、売電金額を見込んだ 20年間の収支シュミレーションを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.1.7 ケース１の建設費 

検討条件 ケース①

最大出力 kW 199

有効落差 ｍ 54.6

最大使用水量 m3/s 0.53

年間発電量 kWh 1,045,944

■工事費自動計算結果 数量 単位

(1) 土地補償費 1 式 9,365,673 円 (2)+(3)+(4)+(5)の合計の5%

(2) 建物関係 1 式 14,560,051 円 地上式（0.909×出力＾0.524*1000000）

(3) 土木関係

①水路 a.取水ダム 1 式 0 円
ダム基準（0.397*コンクリート量＾0.831*1000000）

b.取水口 1 式 20,000,000 円 バースクリーン、横引き導水路等

c.沈砂池 1 式 11,158,627 円
スラブ無（18.9*Ｑ＾0.830*1000000）
Ｑ：通水量

d.排砂路 10 ｍ 695,440 円
暗渠：延長*181*(B*H)＾1.38*1000
B：幅（0.5ｍ）、H：高さ（0.5ｍ）

e.導水路 ｍ 0 円 開渠：延長*105*(B*H)＾1.77*1000

f.水槽 1 式 0 円 ヘッドタンク：11.3*Ｑ＾1.16*1000000

g.余水路 1 式 100,000 円 鉄管10ｍ

h.水圧管路 1 式 18,053,734 円
鉄管重量×管単価（鉄管重量0.00015*Ｘ+0.02、Ｘ：有効落差）

管路長300ｍ

i.放水路 10 ｍ 695,440 円
暗渠：延長×181*(B*H)＾1.38*1000
B：幅（0.5m）、H：高さ（0.5m）

j.放水口 1 式 4,286,682 円
無圧式・ゲート有（8.84*(r*Q)＾0.545*1000000）
r：水路半径（0.5m）、Ｑ：通水量

k.代替放流設備 1 式 0 円 設置せず

l.雑工事費 1 式 5,498,992 円 a〜kの合計*10%

（小計） 60,488,915 円

②貯水池又
は調整池

1 式 0 円 設置せず

③機械装置 基礎 1 式 5,985,341 円
地上式（0.838*(Q*He^2/3*n^1/2)^0.967*1000000）

Q：通水量、He：有効落差、n：主機台数

諸経費 1 式 6,647,426 円 土木関係①+②+③の合計*10%

（小計） 73,121,682 円

(4) 電気関係 1 式 90,712,046 円
7.09*(P÷He^1/2)^0.774*1000000
P：最大出力、He：有効落差

(5) 仮設備費 1 式 8,919,689 円 (2)+(3)+(4)の合計の5% 

(6) 総経費 1 式 13,111,943 円
冬期休止が不要な場合（人件費、調査委託費、事務関係費等）
(2)+(3)+(4)+(5)の合計の7%

(7) （小計) 209,791,084 円 (1)～(6)

(8) 建設中利子 1 式 1,678,329 円
建設工事期間中の工事資金に係わる利子
(7)×工期（1年）*キャッシュフロー係数0.4*利子率0.02

(9) 分担関連費 1 式 2,097,911 円
発注者の現場以外の組織全体に係わる事務経費
(7)*1％

(10)
送配電設備
費

0.01 km 180,000 配電線（架空3.3～6.6kV級）：1800万円/km

(11) (計) 213,747,324 円 (7)～(10)

(12) (kW建設費) 107 万円/kW
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表 4.1.9 まとめ 

項目 内容 評価 

流量、発電、

施工面 

・流量 0.53ｍ3/s、落差 54.6ｍ確保できるため、発電出力は約 199kW見

込める。ただし、水量は多いわけではないため、1 年間の流量観測を

実施し、年間流量を見極める必要がある。 

・施工面としては、取水口付近まで工事車両が入ることができ、施工し

やすい環境にある。 

・取水口付近に大きな石があり、落石等の対策が必要になる。 

・圧力管路の布設位置は舗装部分ではないため、土木工事費を安価にす

ることができる。 

○ 

経済性 ・建設費は約 2.1 億円で、kW建設費は 107 万円となる。 

・収支シュミレーションにおいて、11年目で黒字化する。 

○ 

水利権 ・普通河川のため、水利権の権利関係はない。ただし、砂防指定地なの

で、工事前に新潟県に行為許可等の申請を提出する必要がある。 

・減水区間は約 300ｍとなる。 

○ 

系統連系 ・「系統連系の制限あり」となっている。対策工事等を行うことで対応

は可能となるが、上位系統の対策工事が発生する。工事費用について

は、東北電力㈱に接続検討依頼（費用 21.6 万円）を行い、算定して

もらうことになるが、現段階では想定がつかない。この付近は電力需

要も小さく、大きな送電量を予定していない地域のことである。 

△ 

アピール性 ・集落付近で発電できるため、アピール性はある。 ○ 

総合評価 ・距離 300ｍで 54.6ｍの落差が確保できるように、勾配が大きくとれる

河川のため、工事費は安価に抑えることが可能である。ただし、「系

統連系の制限あり」となっているため、追加工事が必要になり、採算

性が悪化する可能性がある。 

・実施にあたる前に、東北電力㈱に接続検討依頼を行い、事業化の有無

を判断する必要がある。 

○ 
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４－２ ケース２：No15 焼山川 

○概要 

上流にある砂防堰堤に取水施設、沈砂池等を設置し、その地点から水圧管路を約 600ｍ布

設し、下流の砂防堰堤付近で発電することを計画する。測定時の流量は 2.93ｍ3/s、取水位

置と発電位置までの高低差は 50ｍである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.1 平面図 

取水ポイント（堰堤） 

発電ポイント 

導水路設置予定区間（600m程度） 
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表 4.2.1 カルテ２：No15（1/2） 

名称 内容 摘要 

（基礎情報）     

川・用水路名 焼山川   

地域・地区 糸魚川地域 焼山川砂防堰堤   

川・用水の種類 二級河川 

一級河川：国土交通省  

二級河川：新潟県 

準用河川：市町  

普通河川：河川法適用外 

農業用水、排水、パイプライン 

川・用水の管理者 新潟県 
 

水利権の申請の内容 

23 条：水利使用の許可 

24 条：土地の占用の許可 

26 条：工事の許可 

55 条：河川保全区域内での工事の許可 

河川法 

3 条：砂防指定地内行為許可 

4 条：砂防設備使用許可 
砂防指定地管理条例 

農業用水の場合、取水元

となっている河川 
－   

申請先 新潟県 農業用水路の場合は取水元 

取水方式 砂防堰堤 砂防堰堤、流れ込み式等 

事業主体 地元、その他   

 

取水 

沈砂池 

水圧管路 L=600m 

水車・発電機 

放水路 L=20m 

排砂路 L=20m 

焼山川 

※高低差 H=50ｍ 

電線 L=200m 

図 4.2.2 発電所イメージ図 
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表 4.2.2 カルテ２：No15（2/2） 

名称 内容 摘要 

（発電量等の仮検討）     

1 回目Ｑ：流量（m3/s） 2.52（m3/s） 7/24の流量 

2 回目Ｑ：流量（m3/s） 3.35（m3/s） 8/20の流量 

平均Ｑ：流量（m3/s） 2.93（m3/s） ２回の平均流量 

Ｈ：落差（m） 50（m）   

Ｐ：出力（kW） 862.3（kW） 
9.8×Ｑ×Ｈ×0.6 

（水車・発電効率） 

年間発電量（kWh） 4,532,249（kWh） 
Ｐ×8,760 時間×0.6 

（施設稼働率） 

年間売電金額（円） 131,435,000（円・税抜） 年間発電量×29円 

 
    

（周辺状況）     

流量の変化の有無 流量変化あり 季節ごとに変化があるのか等 

水流の状況 砂防堰堤であるため、流木や石の影響あり 流木やごみ等 

気象条件と対応策 増水あり、積雪あり  大雨時の増水、積雪 

最寄りの配電線までの

距離（km） 
約 200m   

アクセス道路の有無 
取水口付近「有」  導水路「無」 

発電所「有」 
工事車両等 

 
    

（発電）     

水車・発電機の型式 
横軸フランシス水車、立軸フランシス水車、

ポンプ逆転水車、クロスフロー水車 
水車、発電機、水槽、送水管等 

発電の使い道 売電 売電、自家消費、単独/連系等 

系統連系 可能  東北電力 
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２．取水イメージ 

 以下に取水イメージを示す。水の落ち口に取水口（バースクリーン）を設置して水を取水

し、取水した水を沈砂池に導水路で横引き、沈砂池に貯まった水を水圧管路で下流の発電所

まで送水する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取水口 

（バースクリーン） 

水圧管路 

図 4.2.3 取水口のイメージ図 

導水路 

沈砂池 

排砂路 

余水吐き 
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３．水圧管路の管径の検討 

 水圧管路の布設延長が約 600ｍと長くなるため、配管の損失水頭を考慮する必要がある。発電

出力を計算する場合の圧力（実水頭）は高低差から配管の損失水頭を引いて算出する。このため、

配管の損失水頭が大きい場合は、圧力が小さくなってしまう。以上のことから、最適な配管径を

決定する必要がある。 

 

図 4.2.4 水圧管路の布設位置 

取水口・沈砂池 
水圧管路 

約 600ｍ 

水車発電機 
放水路 

約 20ｍ 

上屋 
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表 4.2.3 取水量 2.93ｍ3/s、水圧管 600ｍの場合の実水頭の計算 

管径 
計算式 

（配管延長×導水勾配） 
損失水頭 全水頭 

実水頭 

（全水頭-損失水頭） 

φ900 600ｍ×0.020 12.0ｍ 50.0ｍ 38.0ｍ 

φ1000 600ｍ×0.013 7.8ｍ 42.2ｍ 

φ1100 600ｍ×0.007 4.2ｍ 45.8ｍ 

⇒φ900だと損失水頭が大きい。φ1000とφ1100では損失水頭の差が大きくないことから、φ1000

がよいと判断される。 

 

2.93ｍ3/s 

図 4.2.5 ヘーゼン・ウィリアムズ公式図表（C=110） 
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４．水車形式の検討 

 水車形式は、使用水量と実水頭から選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.6 水車選定図 

 

 水車の選定にあたっては、流量変化に対応できる水車を選定することが望ましいことから、

高効率で一般的に使用されている横軸フランシス水車が、本現場に適していると考えられる。 

 

 

 Ａ：特に優れている Ｂ：優れている Ｃ：可 Ｄ：不可 

反動水車  横軸フランシス 

 

プロペラ 

（インライン） 

ポンプ逆転水車 

衝動水車 ターゴ クロスフロー   

 

表 4.2.4 流量変動対応に対する水車の優劣 

2.93ｍ3/s 

42.2ｍ 
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５．発電量の計算 

 上記までの条件を基に、発電出力、年間発電量を再計算する。 

 

 

名称 内容 摘要 

平均Ｑ：流量（m3/s） 2.93（m3/s） ２回の平均流量 

Ｈ：落差（m） 42.2（m）   

Ｐ：出力（kW） 945（kW） 
9.8×Ｑ×Ｈ×0.78 

（水車・発電効率） 

年間発電量（kWh） 4,966,920（kWh） 
Ｐ×8,760 時間×0.6 

（施設稼働率） 

年間売電金額（円） 144,040,000（円・税抜） 年間発電量×29円 

 

 

表 4.2.5 発電出力の参考値 

資料：中小水力発電導入の手引き （北海道） 

表 4.2.6 発電出力、年間発電量 
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６．概算工事金と収支シュミレーション 

 「水力発電計画工事費積算の手引き（経済産業省、H25.3）」を参考に、建設費の算定を行

い、売電金額を見込んだ 20年間の収支シュミレーションを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.2.7 ケース２の建設費 

検討条件 ケース②

最大出力 kW 945

有効落差 ｍ 42.2

最大使用水量 m3/s 2.93

年間発電量 kWh 4,966,920

■工事費自動計算結果 数量 単位

(1) 土地補償費 1 式 32,921,994 円 (2)+(3)+(4)+(5)の合計の5%

(2) 建物関係 1 式 32,937,463 円 地上式（0.909×出力＾0.524*1000000）

(3) 土木関係

①水路 a.取水ダム 1 式 0 円
ダム基準（0.397*コンクリート量＾0.831*1000000）

b.取水口 1 式 40,000,000 円 バースクリーン、横引き導水路等

c.沈砂池 1 式 46,127,714 円
スラブ無（18.9*Ｑ＾0.830*1000000）

Ｑ：通水量

d.排砂路 20 ｍ 3,620,000 円
暗渠：延長*181*(B*H)＾1.38*1000

B：幅（1ｍ）、H：高さ（1ｍ）

e.導水路 ｍ 0 円 開渠：延長*105*(B*H)＾1.77*1000

f.水槽 1 式 0 円 ヘッドタンク：11.3*Ｑ＾1.16*1000000

g.余水路 1 式 500,000 円 鉄管20ｍ

h.水圧管路 1 式 78,796,054 円
鉄管重量×管単価（鉄管重量0.0009*Ｘ+0.12、Ｘ：有効落差）

管路長600ｍ

i.放水路 30 ｍ 5,430,000 円
暗渠：延長×181*(B*H)＾1.38*1000

B：幅（1m）、H：高さ（1m）

j.放水口 1 式 15,881,632 円
無圧式・ゲート有（8.84*(r*Q)＾0.545*1000000）

r：水路半径（1m）、Ｑ：通水量

k.代替放流設備 1 式 0 円 設置せず

l.雑工事費 1 式 19,035,540 円 a〜kの合計*10%

（小計） 209,390,940 円

②貯水池又
は調整池

1 式 0 円 設置せず

③機械装置 基礎 1 式 26,485,834 円
地上式（0.838*(Q*He^2/3*n^1/2)^0.967*1000000）

Q：通水量、He：有効落差、n：主機台数

諸経費 1 式 23,587,677 円 土木関係①+②+③の合計*10%

（小計） 259,464,451 円

(4) 電気関係 1 式 334,683,681 円
7.09*(P÷He^1/2)^0.774*1000000

P：最大出力、He：有効落差

(5) 仮設備費 1 式 31,354,280 円 (2)+(3)+(4)の合計の5% 

(6) 総経費 1 式 46,090,791 円
冬期休止が不要な場合（人件費、調査委託費、事務関係費等）

(2)+(3)+(4)+(5)の合計の7%

(7) （小計) 737,452,660 円 (1)～(6)

(8) 建設中利子 1 式 5,899,621 円
建設工事期間中の工事資金に係わる利子

(7)×工期（1年）*キャッシュフロー係数0.4*利子率0.02

(9) 分担関連費 1 式 7,374,527 円
発注者の現場以外の組織全体に係わる事務経費

(7)*1％

(10)
送配電設備
費

0.2 km 3,600,000 配電線（架空3.3～6.6kV級）：1800万円/km

(11) (計) 754,326,808 円 (7)～(10)

(12) (kW建設費) 80 万円/kW
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表 4.2.9 まとめ 

項目 内容 評価 

流量、発電、

施工面 

・流量 2.93ｍ3/s、落差 42.2ｍ確保できるため、発電出力は約 945kW見

込める。 

・施工面としては、取水口付近まで工事車両が入ることができ、施工し

やすい環境にある。 

・取水地点で沈砂池等を設置し、そこから圧力管で布設することになる

が、圧力管の布設位置は管理用道路に布設できるため、土木工事費を

安価にすることができる。 

・砂防堰堤直下の副堤部分にスペースがあるため、取水口、沈砂池等を

設置することが可能である。 

・取水口付近に大きな石があり、落石等の対策が必要になる。 

○ 

経済性 ・建設費は約 7.5 億円で、kW建設費は 80万円となる。 

・収支シュミレーションにおいて、9年目で黒字化する。 

○ 

水利権 ・二級河川のため、新潟県から水利権の許可をとる必要がある。 

・上記の発電出力の計算は、全ての河川水を取水した場合として計算し

ているが、実際には河川維持流量の確保が求められるため、全ての河

川水は利用できない。ただし、下流側の砂防堰堤から下流には発電所

があり、最大で約 5ｍ3/s 取水しているため、本計画においても現計

画の取水は可能と考えられる。 

・減水区間は約 600ｍとなる。 

△ 

アピール性 ・周辺に集落等がないため、アピール性は小さい。 △ 

総合評価 ・距離 600ｍで 42.2ｍの落差が確保できるように、勾配がとれる河川の

ため、工事費は安価に抑えることが可能である。また、管理用道路に

配管が可能であるため、施工性も悪くない。このため、水利権が取得

できれば小水力発電設置の可能性は高い。ただし、堰堤付近に大きな

砕石が多く見受けられるため、取水の方法を工夫する必要がある。 

◎ 
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４－３ ケース３：No20 湯沢川 

１．概要 

上流にある砂防堰堤に取水施設、沈砂池等を設置し、その地点から水圧管路を約 100ｍ布

設し、道路脇にある小屋付近で発電することを計画する。測定時の流量は 0.55ｍ3/s、取水

位置と発電位置までの高低差は 20ｍである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.1 平面図 

取水ポイント 

発電ポイント 

導水路設置予定区間（100m程度） 
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表 4.3.1 カルテ３：No20（1/2） 

名称 内容 摘要 

（基礎情報）     

川・用水路名 湯沢川   

地域・地区 能生地域 柵口   

川・用水の種類 普通河川（砂防指定地） 

一級河川：国土交通省  

二級河川：新潟県 

準用河川：市町  

普通河川：河川法適用外 

農業用水、排水、パイプライン 

川・用水の管理者 なし 
 

水利権の申請の内容 

なし 河川法 

3 条：砂防指定地内行為許可 

4 条：砂防設備使用許可 
砂防指定地管理条例 

農業用水の場合、取水元

となっている河川 
－   

申請先 「水利権」はなし、「砂防」は新潟県 農業用水路の場合は取水元 

取水方式 砂防堰堤 砂防堰堤、流れ込み式等 

事業主体 地元、その他   

      

 

取水 

沈砂池 

水圧管路 L=100m 

水車・発電機 

放水路 L=10m 

排砂路 L=10m 

湯沢川 

※高低差 H=20ｍ 

電線 L=10m 

図 4.3.2 発電所イメージ図 
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表 4.3.2 カルテ３：No20（2/2） 

名称 内容 摘要 

（発電量等の仮検討）     

1 回目Ｑ：流量（m3/s） 0.65（m3/s） 7/24の流量 

2 回目Ｑ：流量（m3/s） 0.45（m3/s） 8/20の流量 

平均Ｑ：流量（m3/s） 0.55（m3/s） ２回の平均流量 

Ｈ：落差（m） 20（m）   

Ｐ：出力（kW） 64.6（kW） 
9.8×Ｑ×Ｈ×0.6 

（水車・発電効率） 

年間発電量（kWh） 339,538（kWh） 
Ｐ×8,760 時間×0.6 

（施設稼働率） 

年間売電金額（円） 11,544,000（円） 年間発電量×34円 

   

（周辺状況）     

流量の変化の有無 流量変化あり 季節ごとに変化があるのか等 

水流の状況 砂防堰堤であるため、流木や石の影響あり 流木やごみ等 

気象条件と対応策 増水あり、積雪あり  大雨時の増水、積雪 

最寄りの配電線までの

距離（km） 
約 10m   

アクセス道路の有無 
取水口付近「無」  導水路「無」 

発電所「有」 
工事車両等 

 
    

（発電）     

水車・発電機の型式 

ターゴインパルス水車、横軸フランシス水

車、ポンプ逆転水車、クロスフロー水車、プ

ロペラ水車 

水車、発電機、水槽、送水管等 

発電の使い道 売電 売電、自家消費、単独/連系等 

系統連系 可能  東北電力 
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２．取水イメージ 

 以下に取水イメージを示す。水の落ち口に取水口（バースクリーン）を設置して水を取水

し、取水した水を沈砂池に導水路で横引き、沈砂池に貯まった水を水圧管路で下流の発電所

まで送水する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．水圧管路の管径の検討 

 水圧管路の布設延長が約 60ｍと長くなるため、配管の損失水頭を考慮する必要がある。発電出

力を計算する場合の圧力は高低差から配管の損失水頭を引いて算出する。このため、配管の損失

水頭が大きい場合は、圧力が小さくなってしまう。以上のことから、最適な配管径を決定する必

要がある。 

 

取水口 

（バースクリーン） 

図 4.3.3 取水口のイメージ図 

余水吐き 

図 4.3.4 水圧管路の布設位置 

導水路 

沈砂池 

水圧管路 

排砂路 

取水口・沈砂池 

水圧管路 

約 100ｍ 

水車発電機 
放水路 

上屋 
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表 4.3.3 取水量 0.55ｍ3/s、水圧管 100ｍの場合の実水頭の計算 

管径 
計算式 

（配管延長×導水勾配） 
損失水頭 全水頭 

実水頭 

（全水頭-損失水頭） 

φ400 100ｍ×0.040 4.0ｍ 20.0ｍ 16.0ｍ 

φ500 100ｍ×0.019 1.9ｍ 18.1ｍ 

φ600 100ｍ×0.007 0.7ｍ 19.3ｍ 

⇒φ400だと損失水頭が若干大きい。φ500とφ600 では損失水頭の差が大きくないことから、φ

500 がよいと判断される。 

 

図 4.3.5 ヘーゼン・ウィリアムズ公式図表（C=110） 

0.55ｍ3/s 
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４．水車形式の検討 

 水車形式は、使用水量と実水頭から選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 水車の選定にあたっては、流量変動に対応できる水車を選定することが望ましいことから、

高効率で一般的に使用されている横軸フランシス水車が、本現場に適していると考えられる。 

 

 

 Ａ：特に優れている Ｂ：優れている Ｃ：可 Ｄ：不可 

反動水車  横軸フランシス 

 

プロペラ 

（インライン） 

ポンプ逆転水車 

衝動水車 ターゴ クロスフロー   

 

表 4.3.4 流量変動対応に対する水車の優劣 

図 4.3.6 水車選定図 

0.55ｍ3/s 

18.1ｍ 
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５．発電量の計算 

 上記までの条件を基に、発電出力、年間発電量を再計算する。 

 

 

名称 内容 摘要 

1 回目Ｑ：流量（m3/s） 0.55（m3/s） ２回の平均流量（仮に設定） 

Ｈ：落差（m） 18.1（m）   

Ｐ：出力（kW） 70（kW） 
9.8×Ｑ×Ｈ×0.72 

（水車・発電効率） 

年間発電量（kWh） 367,920（kWh） 
Ｐ×8,760 時間×0.6 

（施設稼働率） 

年間売電金額（円） 12,509,000（円・税抜） 年間発電量×34円 

 

 

表 4.3.5 発電出力の参考値 

資料：中小水力発電導入の手引き （北海道） 

表 4.3.6 発電出力、年間発電量 
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６．概算工事金と収支シュミレーション 

 「水力発電計画工事費積算の手引き（経済産業省、H25.3）」を参考に、建設費の算定を行

い、売電金額を見込んだ 20年間の収支シュミレーションを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.3.7 ケース３の建設費 

検討条件 ケース③

最大出力 kW 70

有効落差 ｍ 18.1

最大使用水量 m3/s 0.55

年間発電量 kWh 367,920

■工事費自動計算結果 数量 単位

(1) 土地補償費 1 式 6,766,015 円 (2)+(3)+(4)+(5)の合計の5%

(2) 建物関係 1 式 8,421,613 円 地上式（0.909×出力＾0.524*1000000）

(3) 土木関係

①水路 a.取水ダム 1 式 0 円
ダム基準（0.397*コンクリート量＾0.831*1000000）

b.取水口 1 式 20,000,000 円 バースクリーン、横引き導水路等

c.沈砂池 1 式 11,507,019 円
スラブ無（18.9*Ｑ＾0.830*1000000）

Ｑ：通水量

d.排砂路 10 ｍ 695,440 円
暗渠：延長*181*(B*H)＾1.38*1000

B：幅（0.5ｍ）、H：高さ（0.5ｍ）

e.導水路 ｍ 0 円 開渠：延長*105*(B*H)＾1.77*1000

f.水槽 1 式 0 円 ヘッドタンク：11.3*Ｑ＾1.16*1000000

g.余水路 1 式 100,000 円 鉄管10ｍ

h.水圧管路 1 式 8,213,640 円
鉄管重量×管単価（鉄管重量0.00015*Ｘ+0.02、Ｘ：有効落差）

管路長100ｍ

i.放水路 10 ｍ 695,440 円
暗渠：延長×181*(B*H)＾1.38*1000

B：幅（0.5m）、H：高さ（0.5m）

j.放水口 1 式 4,374,099 円
無圧式・ゲート有（8.84*(r*Q)＾0.545*1000000）

r：水路半径（0.5m）、Ｑ：通水量

k.代替放流設備 1 式 0 円 設置せず

l.雑工事費 1 式 4,558,564 円 a〜kの合計*10%

（小計） 50,144,202 円

②貯水池又
は調整池

1 式 0 円 設置せず

③機械装置 基礎 1 式 3,043,432 円
地上式（0.838*(Q*He^2/3*n^1/2)^0.967*1000000）

Q：通水量、He：有効落差、n：主機台数

諸経費 1 式 5,318,763 円 土木関係①+②+③の合計*10%

（小計） 58,506,397 円

(4) 電気関係 1 式 61,948,459 円
7.09*(P÷He^1/2)^0.774*1000000

P：最大出力、He：有効落差

(5) 仮設備費 1 式 6,443,823 円 (2)+(3)+(4)の合計の5% 

(6) 総経費 1 式 9,472,420 円
冬期休止が不要な場合（人件費、調査委託費、事務関係費等）

(2)+(3)+(4)+(5)の合計の7%

(7) （小計) 151,558,727 円 (1)～(6)

(8) 建設中利子 1 式 1,212,470 円
建設工事期間中の工事資金に係わる利子

(7)×工期（1年）*キャッシュフロー係数0.4*利子率0.02

(9) 分担関連費 1 式 1,515,587 円
発注者の現場以外の組織全体に係わる事務経費

(7)*1％

(10)
送配電設備
費

0.01 km 180,000 配電線（架空3.3～6.6kV級）：1800万円/km

(11) (計) 154,466,784 円 (7)～(10)

(12) (kW建設費) 221 万円/kW
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表 4.3.9 まとめ 

項目 内容 評価 

流量、発電、

施工面 

・流量 0.55ｍ3/s、落差 18.1ｍ確保できるため、発電出力は約 70kW 見

込める。ただし、発電出力 50～100kW の範囲は電気工事費が割高にな

る。 

・施工面としては、取水地点で沈砂池等を設置し、そこから圧力管で布

設することになるが、配管延長は 100ｍ程度と短く、工期は短くする

ことが可能である。 

△ 

経済性 ・建設費は約 1.5億円で、kW建設費は 221 万円となる。 

・収支シュミレーションにおいて、20年目内では採算がとれない結果と

なった。 

△ 

水利権 ・普通河川のため、水利権の権利関係はない。ただし、砂防指定地なの

で、工事前に新潟県に行為許可等の申請を提出する必要がある。 

・減水区間は約 100ｍとなる。 

○ 

アピール性 ・集落内で発電できるため、アピール性はある。 ○ 

総合評価 ・経済性の面から小水力発電は難しいと考える。 

・以上のことから、売電を目的とした小水力発電設置の可能性は小さい

と考える。 

△ 
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４－４ シンボル的な設置の可能性 

 シンボル的な設置位置については、流量が少なく、落差がとれないなどの条件で、採算面

からは設置が難しい状況である。現在、低落差用の小水力発電機器も販売されていることか

ら、シンボル的な設置の可能性について検討する。また、そこで発電された電力は売電では

なく、地域で消費する方法について検討する。 

 

４－４－１ 低落差用の水車発電機 

 下記に低落差用の小水力発電機の一部を示す。 

 

 

名称 クロスフロー水車 クロスフロー水車 

メーカー 三菱電機プラントエ

ンジニアリング㈱ 
シーベルインター

ナショナル㈱ 

出力 4kW 3kW 

価格 1千万円（制御盤込） 1千万円（制御盤込） 

タイプ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 スクリュータイプ らせん式水車 開放型上掛け水車 
水路式クロスフロー

水車 

メーカー ㈱北陸精機 ㈱イズミ（ドイツ、リー

ハート社） 

日本小水力発電㈱

（ドイツ、ハイドロ

ワット社） 

シンフォニアテクノ

ロジー㈱ 

出力 数 kW 7.5kW 10数 kW 1kW 

価格 1千万円（制御盤込） 2～3千万円（制御盤込） 数千万円（制御盤込） 数百万円（制御盤込） 

タイプ     

 

表 4.4.1 水車（落差なし） 

表 4.4.2 水車（低落差） 

出典：三菱電機プラ

ントエンジニアリン

グ㈱ＨＰ 

出典：シーベルインタ

ーナショナル㈱ＨＰ 

出典：㈱北陸精機ＨＰ 出典：㈱イズミＨＰ 出典：都留市ＨＰ 
出典：シンフォニアテ

クノロジーＨＰ 
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４－４－２ 自家消費の方法 

 発電した電気を自家消費するにあたり、以下のような方式が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・電気自動車 

・超小型モビリティ 

・第１種原動機付自転車 

・電動バイク 

・歩行者補助用具（電動車いす） 

・アシスト自転車 等 

 

・住宅 

・公民館 

・防災拠点施設 等 

 

 

・街灯 

・電気柵 等 

 

 

自家消費の方法 1.乗り物での消費 

2.建物内での消費 

3.地域内での消費 

図 4.4.1 自家消費の方法 
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１．乗り物での消費 

 電気を利用した乗り物の規格は次の通りであり、出力 0.6kW 以上の自動車規格については、

日産自動車や三菱自動車を中心に、市販化が進んでいる。 

 超小型モビリティ規格は、高速道路等を走行しないこと、交通の安全等が図られている場

所において運行するなどを条件に、座席の取付強度基準など、一部の基準を緩和して公道走

行を可能にしたもので、現在はモデル地域において実証実験が行われている。 

 第１種原動機付自転車は、トヨタ自動車のコムスが市販されており、これは原付バイクの

規格となっている。 

 歩行者補助用具（電動車いす）は既に市販されており、これは免許が不要で、歩道なども

走行が可能となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.4.3 道路運送車両法に基づく電気自動車等の位置付け 

トヨタのコムス 日産のリーフ 三菱の i-MiEV 

資料：国土交通省 
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①電気自動車 

 国内を走行している主な電気自動車について、以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.2 電気自動車 

資料：電気自動車用急速充電器の設置・運用 

に関する手引書（CHAdeMO 協議会） 
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②超小型モビリティ 

 実証実験等で使用されている小型モビリティについて、以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③第１種原動機付自転車 

 第１種原動機付自転車として市販されているものとして、トヨタ自動車のコムスがある。 

 

 

定格出力 0.59kW 

最高出力 5kW 

総電力量 5.2kWh 

最高速度 60km/h 

1 充電走行距離 50km 程度 

標準充電期間 6 時間程度 

価格 69～82万円 

  

表 4.4.4 超小型モビリティ実証実験・実験使用車両 

資料：超小型モビリティ導入に向けた 

ガイドライン H24.6（国土交通省都市局）  

表 4.4.5 コムスの規格 

図 4.4.3 コムス 

資料：トヨタ車体㈱ 
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④歩行者補助用具（電動車いす） 

 以下に、歩行者補助用具（電動車いす）を示す。近年、高齢者用のシニアカーとして利用

が進んできている。なお、歩行者補助用具（電動車いす）は、免許が不要で、歩道なども走

行が可能である。 

 

 

メーカー 本田技研工業(株) スズキ(株) (株)パルパル 

 

   

定格出力 0.43kW 0.36kW 0.18kW 

総電力量 0.84kWh（鉛蓄電池） 0.84kWh（鉛蓄電池） 0.48kWh（鉛蓄電池） 

最高速度 6km/h 6km/h 6km/h 

1 充電走行距離 25km 程度 33km程度 25km程度 

価格 38 万円 37 万円 14 万円 

 

⑤電気自動車等を利用したまちづくりの先進事例 

 富山県黒部市の宇奈月温泉において、小水力発電をはじめとした再生可能エネルギーとＥ

Ｖバスによる公共交通事業を導入し、先進的なエコ温泉リゾートして観光客誘致を促進する

とともに、エネルギーの地産地消を切り口に自立した地域づくりを推進するプロジェクトが

始動している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.4.6 歩行者補助用具（電動車いす） 

資料：一般社団法人でんき宇奈月プロジェクトＨＰ 

図 4.4.4 でんき宇奈月プロジェクト 
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２．建物での消費 

①概要 

 建物内での利用例としては、太陽光発電での自家消費などが一般的である。ただし、小水

力発電は発電場所から需要場所まで遠くなるケースが多く、仮に民有地や公有地を横断する

場合、30V 未満（電気事業法）で送電する必要がある。低電圧で送る場合、電線が太くなる

ことや、電流の損失が大きくなるなどの弊害が出てくるため、発電場所と需要場所が近接し

ていることが条件となる。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備 概要 出力 

テレビ 40 インチ 140W 

携帯電話   5W 

パソコン ノート PC 40W 

冷暖房 扇風機、石油ヒーター 60W 

冷蔵庫 600L 240W 

電気ポット 2L 保温 35W 

照明 蛍光灯 110W 

複合機   200W 

 

小水力

発電機 
パワーコンデ

ィショナ 

交流、30V 未満、50Hz 
直流 

交流 100V 

小水力

発電機 

直流 

図 4.4.5 自家用地以外を架空する 

トランス 

図 4.4.6 自家用地のみを架空する 

交流、100V、50Hz 

自家用地内 自家用地外 

パワーコンデ

ィショナ 

表 4.4.7 電化製品の消費出力 
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②事例 

 岐阜県の石徹白地域では、農業用水の落差を活かした小水力発電の電力を、公民館や農業

施設で自家消費している。なお、公民館への送電は、道路を横断する必要があったことから、

送電線は低電圧としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

３．地域での消費 

 地域での消費方法としては、街灯や電気柵での事例がある。街灯に LED を使用すれば数 W

～数十 W、電気柵も数十 W の出力でよいため、1kW 以下のマイクロ発電でも使用可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4.7 小水力発電の電気を公民館に送電 図 4.4.8 農業施設で自家消費 

公民館へ 

図 4.4.9 街灯での使用例 

資料：NPO法人地球の未来ＨＰ 
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４－４－３ 各地点での発電方式 

 

No.2 高畑 用水路 

 高畑の用水路については、落差のいらない小水力発電を設置し発電する。周辺に需要施設

がないことから、水車発電機の周辺に蓄電池を設け、電気自動車等の電源として使用するこ

とが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水車タイプ 直置き（クロスフロー水車） 

発電出力 3.1kW（9.8×0.52m3/s×1ｍ×0.6） 

想定費用 
約 1,600 万円（水車発電機 1,000 万円+水路改修等の土木費用

500万円+蓄電池等 100万円） 

自家消費手法 乗り物（電気自動車、電動車いす等） 

 

 

 

蓄電池 

水車発電機 

充電 

送電 
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No.8 上路 用水路 

 上路の用水路については、直置きタイプか、上流からパイプを這わして発電する方式が考

えられる。発電した電気は隣接する集会所等に送って使用するか、水車発電機の周辺に蓄電

池を設け、電気自動車等の電源として使用することが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水車タイプ 直置き（スクリュータイプ水車）、水路式（クロスフロー水車） 

発電出力 0.2kW（9.8×0.01m3/s×3ｍ×0.6） 

想定費用 

直置き：約 1,200 万円（水車発電機 1,000 万円+土木費用 100

万円+蓄電池等 100 万円） 

水路式：約 500 万円（水車発電機 200 万円+土木費用 200 万円+

蓄電池等 100万円） 

自家消費手法 
建物内、乗り物（発電出力が小さいので電動車いす等での利用

となる） 

 

水車 

発電機 

直置き 送電 
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No.14 湯川内用水 

 湯川内用水については、落差のいらない小水力発電を設置し発電する。発電した電気は周

辺の小屋等に送って使用するか、水車発電機の周辺に蓄電池を設け、電気自動車等の電源と

して使用することが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水車タイプ 直置き（クロスフロー水車） 

発電出力 2.6kW（9.8×0.44m3/s×1ｍ×0.6） 

想定費用 
約 1,600 万円（水車発電機 1,000 万円+水路改修等の土木費用

500万円+蓄電池等 100万円） 

自家消費手法 建物内、乗り物（電気自動車、電動車いす等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水車発電機 

充電 

蓄電池 送電 


